
とっとり県民参加の森づくり推進事業企画募集要領

１ 趣旨
鳥取県では、森林環境保全税を活用し、森林をすべての県民で守り育てる意識を醸成

するための事業（とっとり県民参加の森づくり推進事業）を実施する団体等に支援を行

なうことで、県民の方に森林・林業の体験学習（作業）等を通じて森林への理解を深め
てもらい、森林づくりへの参加を促します。
この事業を実施していただく県内でボランティア活動などを実施している団体等及び

小中学校等を対象として企画を募集します。

２ 事業内容

事業区分、事業内容、応募できる団体、補助対象経費、補助率、補助金の額は別表の
とおりとし、実施期間は補助金の交付決定の日から当該年度の３月３１日までとします。
ただし、第１次募集分については、４の（３）の選定結果通知を受けた後、実施する

ことが出来ます。この場合、補助金の交付決定後に支払いを行うものに限り補助対象と
します。

３ 応募の方法
（１）提出書類

応募に必要な書類は「平成○○年度とっとり県民参加の森づくり推進事業企画書（様

式第１号）」及び添付資料です（すべてＡ４版縦型の用紙を使用してください。）。
また、提出部数は１部です。

【添付資料】

ア 企画書（様式第２号）
イ 団体の概要（様式第３号、別表第３欄の小中学校等以外の場合に添付）
ウ 学校の概要（様式第４号、別表第３欄の小中学校等の場合に添付）

エ 保全活動計画（様式第５号、別表第１欄の保全活動型の場合に添付）
オ 別表第３欄のＮＰＯ法人、団体にあっては団体の定款の写し又はこれに代わるも
の（団体の組織活動を記載した書面（団体の目的、名称、事務所、役員の任免に関

する規程、社員の資格喪失に関する規程、組織の意思決定、資産の得喪に関する規
定などの基本的事項が記載されたもの。））

カ 講師概要調書（様式第６号、県外講師の場合又は講師謝金が１万円を越える場合

あるいは団体構成員を講師とする場合に添付）
キ 用具・器具等管理状況調書（様式第７号、用具・器具に類する消耗品を過去に本
事業により購入したことがある場合に添付）

（２）募集締め切り等
締切日は、（第１次）当該事業年度の前年度２月末日、（第２次）当該事業年度の

５月末日、（第３次）当該事業年度の８月末日とします。

なお、締切日が鳥取県の休日を定める条例（平成元年鳥取県条例第５号）第１条に
規定する県の休日（以下「県の休日」という。）に当たる場合は、同条例第２条の規
定に基づき、県の休日の翌日をもって締切日とみなします。

また、時期毎に採択される補助事業費枠は、当該年度事業予算額に対し、（第１次）
５割、（第２次）４割、（第３次）１割程度となります。

（３）提出先及び問い合わせ先

所管の鳥取県各地方事務所
事務所名 担 当 課

東部農林事務所八頭事務所 農林業振興課

中部総合事務所 農林局林業振興課
西部総合事務所 農林局農林業振興課
西部総合事務所日野振興センター 日野振興局農林業振興課



４ 選定方法
（１）選定

提出された書類は、県民の方々で構成された鳥取県森林環境保全税関連事業評価委
員会（以下｢評価委員会｣という。）で、（２）の選定基準により選定します。
なお、具体的な選定基準は、評価委員会等で検討されます。

また、選定は３の（２）で記載する募集締切日毎の補助事業費枠程度とします。
（２）選定基準

審査基準として、以下のような事項を審査します。

ア 整合性
事業内容が事業の目的、趣旨に合致している。

イ 事業計画

(ｱ)具体性……事業計画は具体性のある内容となっている。
(ｲ)現実性……実行可能な方法、計画、予算で立案されている。
(ｳ)独創性……新鮮な発想や方法による計画であり、他であまり実施されていない内

容である。
(ｴ)効 果……多くの県民に対して、森林の働きや、整備の必要性への理解が深まる

とともに、森林を守り育てる意識の向上が見込まれる。

ウ 団体
(ｱ)実行性……提案した事業を確実に遂行できる組織体制と運営基盤がある。
(ｲ)自立性……経常的に行っている活動が自助努力による資金確保等でなされている。

(ｳ)公開性……組織運営や事業の公開・透明性が高い。
（３）選定結果の通知

評価委員会での選定結果は応募した各団体等に通知します。

５ 補助金の交付申請
結果通知後、事業を実施する場合は、別途、補助金の交付申請が必要です。

６ 事業の着手
事業の実施は、補助金の交付決定後に行うものとしますが、２のただし書きにより交

付決定前に着手する場合においては、あらかじめ、その理由を明記した交付決定前着
手届を提出する必要があります。
なお、この場合において、交付決定までのあらゆる損失等は自らの責任とすること

を了知の上で行うものとします。

７ 普及啓発

森林環境保全税を活用した事業であることを PR するため、事業の実施に当たり、森
林づくり推進課のホームページに掲載しているパンフレット「森林環境保全税で豊かな
森林づくり」を参加者に配布し、森林環境保全税の目的等を説明してください。また、

本事業で森林整備、植樹等を行う場合は、森林環境保全税を活用した事業であることを
説明する看板等を現地に設置してください。（看板の記載例：森林環境を保全し、森林
を守り育てる意識を醸成するための「森林環境保全税」を活用しています。）

８ その他
本募集要領は予算成立の状況により内容が変更されることがあり、また事業について

は予算が成立しなかったときは交付決定を行いません。

附則
１ この改正は、平成２０年４月１１日から施行する。

附則



１ この改正は、平成２１年５月１２日から施行し、平成２１年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２４年３月１９日から施行し、平成２４年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２５年２月２０日から施行し、平成２５年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２５年３月２８日から施行し、平成２５年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２７年１月２７日から施行し、平成２７年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２８年１月２２日から施行し、平成２８年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成２９年１月１６日から施行し、平成２９年度事業から適用する。

附則
１ この改正は、平成３０年１月２３日から施行し、平成３０年度事業から適用する。



別表

１ ２ ３ ４ ５ ６
事業区分 事業内容 応募できる団体 補助対象経費 補助率 補助金の額

１ 体験型 森林整備及び森川海の繋が 原則として、次のいずれかの 講師謝金、講師旅費、 １０／１０ ４欄に掲げる補
りの体験学習、源流森林の探 の団体とします。 消耗品費、燃料費、食糧 助対象経費に５欄

多くの県民に対 訪、森林教室及び学校林の育 （１）集落、自治会、町内会等 費、通信運搬費、使用料 の補助率を乗じて
して森づくりへの 成等、広く県民に森づくりへ （２）ＮＰＯ法人（特定非営利 及び賃借料、印刷製本費、 得た額から本補助
参加を募るもの の参加を促す森林体験等とし 活動促進法に規定する特定 開催広告料、傷害保険料、 事業に伴う収入を

ます。 非営利活動団体）及び非営 賃金（会場周辺整備、イ 控除した額（交付
また、次の要件をいずれも 利活動を目的とした団体で、 ベント運営）、看板設置費、 申請額は２００千

満たしていることが必要です。 団体の定款又は定款に代わ 振込手数料。 円以上とし、小中
（１）県内で行うこと。 るものを有する団体。ただ 各経費の詳細は別紙の 学校等が応募する
（２）多くの県民に対して森 し、次に掲げる団体は除く。 とおりとします。 場合は５０千円以
づくりへの参加を募ること。 ア 宗教活動や政治活動を主 上とします。ただ
ただし、事業実施主体が たる目的とする団体。 し、１事業実施主

小中学校等の場合は、この イ 特定の公職者（候補者を 体に対する補助金
限りではありません。 含む。）又は政党を推薦、支 の額は、８００千

持、反対することを目的と 円を限度としま
する団体。 す。）

２ 保全活動型 集落、団体等が県内の貴重 ウ 暴力団又は暴力団員の統
な森林を３年間以上継続して 制下にある団体。

集落、団体等が 保全・整備する活動で、他の エ その他、本事業の適正な
自ら実施するもの 模範となり県民への波及効果 実施ができないと認められ

が高いものとします。 る団体。
（３）森林組合等
（４）小中学校等
（５）（１）～（３）で構成する

実行委員会等



別紙
補助対象経費の詳細について

１ 講師謝金
・イベントにおいて指導的役割を担う講師（講師補助を含む。）への謝金です。
・原則として講師は応募団体構成員以外とし、謝金の金額は１万円／１人・１日以内と
してください。ただし、樹木医、森林インストラクター等森づくり活動に関する有資
格者の応募団体構成員は講師とすることができます。

・金額が１万円／１人・１日を越える場合、県外講師または応募団体構成員を講師とす
る場合は、講師概要調書（様式第６号）を提出してください。

２ 講師旅費
・原則として実費とし、公共交通機関の料金又は距離等の根拠を明確にして算定してく
ださい。

３ 消耗品費
・取得価格が５万円未満（税込）の物品に限ります。
・数量は参加者が交代で使用する等必要最低限としてください。
・事業実施主体が生産又は販売している物品を取得する場合は、販売価格ではなく、収
益を含まない仕入単価としてください。

・使用頻度が低く、リースする方が購入するより安価な場合はリースとし、使用料及び
賃借料としてください。

・事業区分が保全活動型で、刈払機やチェーンソー等使用頻度が高い場合は購入するこ
とができます。

・用具・器具等を購入した後は、適正な管理を行い、以後の活動でも有効活用するとと
もに、過去に本補助事業により購入したことがある場合は、用具・器具等管理状況調
書（様式第７号）を提出してください。

・用紙等のロット単位で販売する消耗品は、販売ロット単位で購入することができます。

４ 燃料費
・予想される使用量と市場価格を基に算定してください。
・イベント当日及び事前準備のために、応募団体構成員が所有する車両を使用する場合、
当該車両の使用に係る燃料費は補助対象です。

５ 食糧費
・イベント当日の参加者及び応募団体構成員（イベント当日スタッフ）の昼食の食材購
入費に限り補助対象とし、５００円／人を限度とします。ただし、イベントの実施場
所が森林内で調理ができない場合はイベント当日の参加者及び応募団体構成員（イベ
ント当日スタッフ）の弁当購入費は５００円／人、講師の昼食のための弁当購入費は
１，０００円／人を限度として補助対象とします。

・ペットボトルや缶等で市販されているお茶等の飲料、菓子については補助対象外です。
ただし、打ち合わせ茶菓代は補助対象です。

・なお、参加者募集時にお茶等は参加者自身が持参するよう周知をお願いします。

６ 通信運搬費
・参加者募集や講師依頼のための郵便料等は補助対象とします。ただし、経常的な経費
（団体の運営に係る電話代等）や経常的な経費と事業に係る支出が明確に区分できな
い経費は補助対象外です。

７ 使用料及び賃借料
・予定価格が５万円以上のものは１者以上、２０万円以上のものは２者以上から見積書
を徴収するなどし、適正な単価としてください。

・事業実施主体が所有する機器、施設等を使用する場合は補助対象外です。

８ 開催広告料
・参加者が限定される場合は補助対象外です。（例：特定の小中学校等の生徒のみが参
加する場合）

・新聞等に広告を掲載する際に、本事業以外の内容が含まれる場合は、その部分の経費
は補助対象外です。文字、使用面積等から補助事業に該当する経費を算出してくださ
い。



・募集する人数規模や範囲を考慮し、効果的な広告を検討してください。

９ 傷害保険料
・とっとり県民参加の森づくり推進事業の実施（イベント等の実施や事前準備等）に係
るものに限り補助対象とし、団体等が当該事業以外の他の活動を含めて加入する傷害
保険等は対象外とします。

10 賃金
・会場周辺の安全確保のための草刈りや施設・機器等の設営作業及びイベント当日の運
営全般に必要となる応募団体構成員以外のスタッフに要する賃金について補助対象と
なります。

・応募団体構成員への賃金は、会場整備など事前の準備は補助対象となりますが、当日
の運営は補助対象外です。

・労務単価は公共工事設計労務単価を参照し、専門的な技術を要する作業は「普通作業
員」、その他は「軽作業員」の労務単価を目安として、労働時間に応じた賃金として
ください。

11 看板設置費
・植樹、森林整備を行う場合は、県民への普及啓発のため看板の設置をお願いします。
なお、看板の作成・設置に要する経費について補助対象となります。

12 その他
・食糧や看板の材料については県産品の購入に努めてください。
・木工教室等物品を持ち帰ることができるイベントを開催する場合、その物品を製作す
るための資材費のみ補助対象とし、原則として既製品（木工キット等）の購入費は補
助対象外とします。

・上記の場合、参加者全員が体験できるよう実施してください。ただし、大規模イベン
トの一部として実施する場合は定員を設けなければ補助対象となります。

・企画書の経費明細書で区分された経費の間で２割を越える金額の流用が必要となった
場合は、所管する地方事務所に事前協議が必要です。


